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児童の権利に関する条約 

第４・５回日本政府報告 

（日本語仮訳） 

 

（※「児童の売買，児童買春及び児童ポルノに関する児童の権

利に関する条約の選択議定書」及び「武力紛争における児童の

関与に関する児童の権利に関する条約の選択議定書」の報告

を含む。） 

 

 

平成２９年６月 
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序 論  

１．我が国は，１９９４年４月に児童の権利に関する条約（以下，「条約」という。）を批

准して以来，本条約の精神を踏まえて，児童の権利の保護・促進に努力してきている。

我が国は，本条約第４４条１項（ｂ）の規定に従い，本条約に関する第１回（１９９６年），

第２回（２００１年）及び第３回（２００８年）の政府報告を提出しており，その中で本条

約の実施に関わる我が国の基本的な法制度や該当報告期間中の取組等を紹介し

た。 

 

２．また，我が国は，第３回政府報告提出の際に，「児童売買，児童買春，児童ポルノ

に関する児童の権利に関する条約の選択議定書」（以下，「児童売買議定書」という。）

及び「武力紛争下の児童の保護に関する児童の権利に関する条約の選択議定書」

（以下，「武力紛争議定書」という。）の第１回政府報告も提出した。 

 

３．本件第４・５回政府報告では，我が国が，２００６年４月から，２０１６年３月（重要な

施策や法改正については２０１６年１０月）までに本条約及び両議定書の実施のため

にとった諸施策の進捗状況を報告する（第３回政府報告以前から現在も変わらずに

継続している施策については，特段の理由がない限り省略している）。 

 

１．条約の諸規定の実施のための一般的措置 

（１）留保，解釈宣言 

４．第３回政府報告パラグラフ６～１０参照。 

 

（２）国内法及び国内実施を条約の諸規定と調和させるためにとられた措置（第４条） 

（立法措置） 

５．２０１４年６月に児童買春・児童ポルノ禁止法を改正した。児童ポルノを所持する罪

が犯罪化された（同法第７条第１項）。 

    

６．旧少年院法については，これを全面的に改正し，少年院，少年鑑別所の機能を十

分に発揮できるような法的基盤整備を図り，２０１４年６月４日に新少年院法及び少年

鑑別所法が制定され，２０１５年６月１日施行された。   

 

７．「刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律」について別添１参照。 

 

８． ２００８年６月，「インターネット異性紹介事業を利用して児童を誘引する行為の

規制等に関する法律」が改正され，同年１２月からすべての規定が施行された。     
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９．武力紛争議定書の規定等を踏まえ，２００９年，自衛隊法の一部を改正し，改正後

の同法の施行（２０１０年４月）にあたり，自衛隊法施行規則を改正して，全ての自衛

官は１８歳以上の者から採用されることとなった。  

 

１０．２０１４年に次世代育成支援対策推進法を改正し，同法の有効期限の１０年間の

延長や新たな認定（特例認定）制度の創設等を行った。 

 

（データ収集） 

１１．最終見解パラグラフ２２に関し，小中学校の段階で経済的に困窮した児童生徒

の保護者への就学援助や，小学校，中学校，高等学校における暴力行為，いじめ，

不登校等の児童生徒の問題行動等について全国の状況を調査し，その結果等を踏

まえ，必要な施策を行っている。 

 

（３）国内行動計画（最終見解パラグラフ８，１２，１４，１６） 

１２．「子ども・若者育成支援推進法」に基づき，子供・若者育成支援施策を推進する

ための大綱として，２０１０年７月に「子ども・若者ビジョン」，さらに２０１６年２月には，

ビジョンを見直した「子供・若者育成支援推進大綱」が，内閣総理大臣を本部長とし，

全閣僚を構成員とする「子ども・若者育成支援推進本部」で決定された。大綱には，

教育，福祉，保健，医療，矯正，更生保護，雇用等といった，多岐に渡る分野につい

て盛り込まれている。政府においては，引き続き本条約の理念にのっとり，大綱に基

づいた施策を推進していくものである。  

 

１３． 子ども・若者育成支援推進大綱に基づく施策の実施状況については，子供・若

者育成支援施策関係予算の取りまとめのほか，子供・若者の現状について，人口，

健康と安全，教育，労働，非行等問題行動などの関係データを収集しており，「子供・

若者白書」（http://www8.cao.go.jp/youth/english/policy_2016.html）等を通じて公表し

ている。  

 

１４．２０１４年１月に「子どもの貧困対策の推進に関する法律」が施行され，同年８月

には「子供の貧困対策に関する大綱」が閣議決定された。政府としては，同大綱に基

づき，重点施策として教育の支援，生活の支援，保護者に対する就労の支援，経済

的支援の充実に取り組むこととしている。また，最終見解パラグラフ２１，２２のとおり，

我が国においては，子供の貧困に関する調査研究が必ずしも十分に行われていない

状況に鑑み，子供の貧困の実態等を把握・分析するための調査研究等を進めている

ところ。  
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（４）条約の実施を調整する当局 （最終見解パラグラフ１４） 

１５．条約や議定書の実施は外務省が所管している。青少年施策の総合調整機能を

担う組織は内閣府である。 

 

（５）予算割当 （最終見解パラグラフ２０） 

１６．２０１６年度の我が国政府の一般会計予算（国債費を除く。当初予算ベース）は５

７兆８２８６億円であり，このうち，子供・若者育成支援施策関係予算は約５兆１０４３

億円となっている。教育，福祉，保健，医療，矯正，更生保護，雇用などに係る予算が

幅広く計上されており，本条約に掲げられている児童の権利の実現に必要な資源が

十分に確保されていると考えている。また，行政事業レビューにより，各省庁にてその

政策の成果を分析・フォローアップしている。なお，上記の予算額は，児童を含む子

供・若者の育成支援に直接的あるいは間接的に関わるものとしてまとめた予算であり，

その中には，全ての年齢の者を対象としており子供・若者に関する予算部分を切り分

けることが困難な予算も多く含まれる。  

 

（６）国際協力 

１７．我が国は，ＯＤＡの対ＧＮＩ比０．７％目標に繰り返しコミットしてきている。ＧＮＩ比

０．７％目標を念頭に置き，また，我が国の極めて厳しい財政状況も十分踏まえつつ，

必要なＯＤＡ予算が確保されるよう，引き続き最大限の努力をしていく考え。具体的に，

２０１１年から５年間に，教育の分野では３７．２億ドル，保健医療分野では２１．２億ド

ル，ジェンダーの分野では９４．３億ドルのＯＤＡを供与した。 

 

１８．その他の取組については別添２の国際協力を参照。 

 

（７）国内人権機構（最終見解パラグラフ８，１８） 

１９．政府は，新たな人権救済機関を設置するための人権委員会設置法案を，２０１２

年１１月，第１８１回国会に提出したが，同月の衆議院解散により廃案となった。人権

救済制度のあり方については，これまでなされてきた議論の状況をも踏まえ，適切に

検討しているところである。 

 

（８）広報，研修，意識啓発（最終見解パラグラフ２４，８８，８９） 

２０．各省庁の取組は別添２のとおり。 

 

２１．本件報告書は外務省ホームページに掲載する予定であり，内閣府ホームページ

において，外務省ホームページにリンクを貼るとともに，「子供・若者白書」においても

外務省ホームページの該当ＵＲＬを示している。 



 8

 

（９）市民社会との協力（最終見解パラグラフ２６） 

２２．政府としては，民間団体と協力し，民間団体の専門性を活用して条約を効果的

に実施するよう努めている。かかる例としては，次のようなものがある。 

（１）政府報告作成過程において，市民・ＮＧＯとの意見交換会を実施。必要かつ適当

と判断される場合には，この結果を政府報告に反映するよう努めた。また，ＮＧＯと各

関係省庁が個別に意見交換する機会も設けた。 

（２）２０１２年６月， 「第３回児童の性的搾取に反対する世界会議」フォローアップセミ

ナーが東京で開催され，総理から日本政府の取組について言及したビデオ・メッセー

ジを発出するとともに，内閣府が「児童ポルノ排除に向けた日本政府の取組」につい

て講演した。 

（３）毎年，政府と民間団体で構成される「児童ポルノ排除対策推進協議会」を開催し

ていたところであるが，２０１６年１１月，より広い対策を推進するため，同協議会を

「児童の性的搾取等撲滅対策推進協議会」に発展的に改組した上，引き続き，情報

交換を行うなどして，相互の連携・協力を図っている。 

（４）国際協力を行うＮＧＯとの連携については別添２のとおり。 

 

（１１）児童の権利と企業部門 （最終見解パラグラフ２８） 

２３．ビジネスと人権に関する国別行動計画の作成に向けて関係省庁等と協議してお

り，経済界・労働界等の意見も踏まえ検討していく。 

 

２４．文部科学省では，青少年を対象とした自然体験活動などの優れた社会貢献活

動を行っている企業を表彰することにより，実践事例等を全国に普及している。 

 

２５．経済産業省では，企業活力研究所が事務局を務める「ＣＳＲ研究会」を通じ，ＣＳ

Ｒに関連する国内外の主要論点の把握，発信及び企業への浸透を図っている。また，

欧州委員会成長総局と共同でＣＳＲワーキンググループを設置し，日ＥＵ間の協力に

ついて議論するとともに，企業のベストプラクティスを共有する等している。 

 

２６．ＵＮＩＣＥＦ等が２０１２年に発表した「子どもの権利とビジネス原則」 を関係機関

に周知した。  

 

２．児童の定義（第１条）  

２７．（最終見解パラグラフ３２）女性の婚姻適齢については，２００９年１０月に法務大

臣の諮問機関である法制審議会から民法の成年年齢を１８歳に引き下げる場合には
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婚姻適齢を男女とも１８歳とすべきと答申されていたところ，民法の成年年齢の引下

げと併せて法整備をすることを検討している。 

 

２８．（最終見解パラグラフ８）刑法においては，性的な事項についての十分な判断能

力を備えていない年少者を保護するとの趣旨から，１３歳未満の女子を姦淫した場合，

手段の如何や同意の有無を問わず，強姦罪が成立することとされている。また，それ

に加え，我が国では，児童福祉の観点から，児童福祉法，児童買春，児童ポルノに

係る行為等の規制及び処罰並びに児童の保護等に関する法律及び地方公共団体

が制定する条例により，１３歳以上１８歳未満の者に対する性的な行為についても，

同意の有無にかかわらず処罰する規定が置かれており，我が国の法体系全体を見

れば，１８歳未満の者については保護が図られているといえる。 

 

３．一般原則（第２条，３条，６条，１２条）  

（１）差別の禁止（第２条）  （最終見解パラグラフ３４（ａ）） 

２９．２０１３年１２月５日，民法の一部を改正する法律が成立し，嫡出でない子の相続

分が嫡出子の相続分と同等になった（同月１１日施行）。 

 

３０．障害者基本法の改正及び障害者差別解消法について別添１参照。 

 

３１．（最終見解パラグラフ３３）教育基本法第５条の廃止について，改正前の法第５

条後段に規定する「男女共学」が認められるべきとの趣旨は，法の制定から約６０年

が経過して，現に我が国に浸透し，歴史的意義を既に果たしているといえる。旧法第

５条前段には，「男女の敬重と協力の重要性」が規定されていたが，改正後の教育基

本法でも，その趣旨を引き継ぎ，第２条の「教育の目標」において，新たに「男女の平

等」と「自他の敬愛と協力」を非常に重要なものとして規定している。２０１０年に公表

された児童の権利委員会最終見解のパラグラフ３３においては，女子に対する差別

の撤廃に関する委員会最終見解（ＣＥＤＡＷ／Ｃ／ＪＰＮ／ＣＯ／６）でも指摘された男

女共同参画の推進に言及した教育基本法第５条の削除に対する懸念が改めて表明

されているが，これはこうした歴史的経緯と事実関係を踏まえたものではないことを

改めて表明する。 

 

３２．（最終見解パラグラフ３４（ｂ））学校教育においては，２０１４年に批准した障害者

権利条約を踏まえ，インクルーシブ教育システム構築のため，障害のある幼児児童

生徒の自立や社会参加に向けた主体的な取組を支援するという視点に立ち，一人一

人の教育的ニーズを把握し，その持てる力を高め，生活や学習上の困難を改善又は

克服するため，適切な指導及び必要な支援を行う特別支援教育が実施されており，
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通常の学級，通級による指導，特別支援学級，特別支援学校といった，連続性のあ

る「多様な学びの場」が整備されている。これらの場においては，特別の教育課程，

少人数の学級編制，特別な配慮の下に作成された教科書，専門的な知識・経験のあ

る教職員，障害に配慮した施設・設備等により指導が行われている。 

人権教育・啓発に関する基本計画については第３回政府報告パラグラフ１４４参

照。 

 

３３．（最終見解パラグラフ３６） 法務大臣は，２０１６年，民事法，刑事法その他法務

に関する基本的な事項を調査審議する法制審議会から，強姦罪の行為者・被害者に

ついて性差を解消することをも含めた刑法の改正について，答申を受けた。この答申

を踏まえ，法務省は，現在，刑法改正法案の提出に向けた準備を進めている。 

 

３４．（最終見解パラグラフ８，３４（ｂ），８７） ２０１５年から，外国語による人権相談体

制を強化し，英語・中国語等６か国語による専用相談電話「外国語人権相談ダイヤル」

の開設や，「外国人のための人権相談所」の拡充（６か国語に対応。従来の１０か所

から全国５０か所の法務局・地方法務局に拡大）を行った。 

法務省の人権擁護機関による啓発活動につき別添２参照。 

 

（２）児童の最善の利益（第３条），児童の意見の尊重（第１２条） （最終見解パラグラ

フ３８，４０（ａ）（ｂ），４４） 

３５．（最終見解３７－４０（ｂ））２０１５年度予算において，虐待を受けた子ども等

をより家庭的な環境で育てることができるよう，予算措置により児童養護施設

等の職員配置を改善した。（２０１５年度：子ども４人に対し職員１人等） 

また，地方分権のもと，職員の配置基準を遵守するため，各都道府県は管内

児童福祉施設に対して年１回以上の児童福祉行政指導監査を実施している。 

２０１６年６月に児童福祉法を改正し，全ての児童は，条約の精神にのっと

り，適切な養育を受け，健やかな成長・発達や自立等を保障される権利を有す

ること等を明確化した上で，国民，保護者，国・地方公共団体（都道府県，市

町村）が支えるという形で，その福祉が保障される旨を明確化した。（同法第

１条，第２条） 

 

３６．子ども・若者育成支援推進法では，子供・若者育成支援施策に関して，子供・若

者を含めた国民の意見をその施策に反映させるために必要な措置を講ずるものとす

る旨規定がある。内閣府では，若者の中から「ユース特命報告員」を募集し，子供・若

者に関連した施策について意見を募集し，その後の企画・立案に反映するよう努めて

いる。 
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３７．東日本大震災からの復興の過程では，将来の町づくりにあたり，子どもたちの意

見を取り入れる機会を設けている。「福島１２市町村の将来像に関する有識者検討会」

の提言に取り入れられた他，学校，市民社会等との協同により政府閣僚等と子ども

たちの対談の機会を設けている。 

 

３８．（最終見解パラグラフ４３，４４）学校においては，校則の制定，カリキュラムの編

成等は，児童個人に関する事項とは言えず，第１２条１項でいう意見を表明する権利

の対象となる事項ではない。しかし，児童の発達段階に応じて，校則の見直しにあた

り，アンケートの実施や学級会・生徒会での討議の場を設けたり，高等学校において，

生徒の選択を生かしたカリキュラムの編成等の工夫を行うなど，必要に応じて，児童

の意見を考慮した学校運営を実施している。 

 

３９．（最終見解パラグラフ４３）２０１６年６月に児童福祉法を改正し，児童福

祉審議会は，特に必要があると認めるときは，児童や家族の意見を聴くことが

できる旨の規定を創設した（同法第８条）。 

 

４０．家事事件手続法は，意思能力のある子には，子が影響を受ける家事事件にお

いて自ら手続行為をすることを認めている。また，適切な方法により子の意思を把握

するよう努め，子の年齢及び発達の程度に応じて，子の意思を考慮しなければならな

いとしている。家事審判は，同法の規定に従って行われており，児童の最善の利益が

考慮され，児童の意見が尊重されているといえる。詳細は別添１参照。 

 

４１．パラグラフ５，１５７．参照。 

 

４２．（最終見解パラグラフ４４）人権教育・啓発に関する基本計画では，「子どもを単

に保護・指導の対象としてのみとらえるのではなく，基本的人権の享有主体として最

大限に尊重されるような社会の実現を目指して，人権尊重思想の普及高揚を図るた

めの啓発活動を充実・強化する。」としており，法務省の人権擁護機関は，これに基

づいて，各種啓発活動を実施している。 

 

４３．少年院においては，在院者の処遇は，その人権を尊重しつつ，明るく規則正しい

環境の下で，その健全な心身の成長を図るとともに，その自覚に訴えて改善更生の

意欲を喚起し，並びに自主，自律及び協同の精神を養うことに資するよう行うものとさ

れている（少年院法第１５条，少年鑑別所法第２０条参照）。また，刑事施設では，被

収容者の状況に応じた適切な処遇を行うことを目的としており（刑事収容施設法第１
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条），少年の心身の発達程度に応じて教育，職業訓練等を実施し，健全な少年の育

成を図ることに配慮しており，それぞれの施設に収容された少年の処遇の目的に照

らして少年にとって何を行うことが最も利益となるかを考慮しながら処遇を行ってい

る。 

 

４４．その他の各省庁の取組につき別添２参照。 

 

（３）生命，生存及び発達に対する権利（第６条）  

（ａ）死刑 

４５．少年法第５１条のとおり，死刑の最低年齢は，犯行時１８歳以上である。 

 

（ｂ）自殺，嬰児殺し及び生命，生存及び発達に対する権利に影響を及ぼす関連の問

題 （最終見解パラグラフ８，４２） 

４６．２００６年６月に自殺対策基本法が成立した。自殺対策基本法は，自殺対策の基

本理念を定め，国，地方公共団体，事業主，国民のそれぞれの責務を明らかにする

とともに，自殺対策の基本となる事項を定めること等により，自殺対策を総合的に推

進して，自殺防止と自殺者の親族等に対する支援の充実を図り，国民が健康で生き

がいを持って暮らすことのできる社会の実現に寄与することを目的としている。自殺

対策基本法により，内閣官房長官を会長とし，関係閣僚を構成員とする自殺総合対

策会議が内閣府に設置され，また，政府が推進すべき自殺対策の指針として，基本

的かつ総合的な自殺対策の大綱を定めることとされた。 

２００７年６月に自殺総合対策大綱が閣議決定され，自殺対策の数値目標につい

ては，２０１６年までに，２００５年の自殺死亡率を２０％以上減少させることと設定し

（２００５年の自殺死亡率は２４．２％であり，目標である２０％減少させると１９．４％と

なるが，２０１４年の自殺死亡率は１９．５％である。），国及び地域における自殺対策

の推進体制，自殺総合対策大綱に基づく施策の評価及び管理について定めた。また，

２０１２年８月に新たな自殺総合対策大綱が閣議決定された。 

 

４７．（最終見解パラグラフ４１，４２） 学校においては，命の大切さについて，道徳を

はじめとして教育活動全体を通じて指導しているところであり，体験活動を生かすな

どして，命の大切さを実感できる教育の充実に努めている。 

具体的には，「児童生徒の自殺予防に関する調査研究協力者会議」において，教

員向けの自殺予防の手引き，児童生徒を直接対象とした自殺予防の手引き，子供の

自殺が起きたときの背景調査の指針，緊急対応の手引きなどを作成している。学校，

教育委員会等に周知するとともに，自殺が発生した時の対応や子供を直接対象とし

た自殺予防教育について実践的な研修を実施している。 
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２０１１年６月，自殺防止に資する観点から，児童生徒の自殺の背景となった可能

性のある事実関係などに関する調査に係る通知を発出している。 

また，悩みを持った児童が，いつでも気軽に相談できる体制を充実させるため，文

部科学省では，スクールカウンセラー等やスクールソーシャルワーカーの配置拡充な

どを通じて，学校における教育相談体制の充実を図っている。各都道府県においても，

教育センター等に児童を対象とした相談機関を設置するなど，地域における相談体

制の充実に努めている。 

 

４８．児童福祉法第１条第２項は「すべて児童は，ひとしくその生活を保障され，愛護

されなければならない」と規定している。 

 

４９．嬰児を含む児童に対する暴力は，殺人罪，傷害罪等による刑事処罰の対象とさ

れており，事案に応じて適切な処分が行われている。 

 

５０．（最終見解パラグラフ４９（ｂ）（ｖ）） 児童に対する暴力は，殺人罪，傷害罪，暴行

罪，強姦罪，強制わいせつ罪等による刑事処罰の対象とされており，事案に応じて適

切な処分が行われている。 

 

５１．（最終見解パラグラフ４１，４２）２０１２年３月に児童養護施設等の運営指針を作

成し，事故の発生時など緊急時の子どもの安全確保のため，事故発生対応マニュア

ルを作成し，職員への周知や定期的な見直しを行うことや，子どもの安全を脅かす事

例を組織として収集し，要因分析と対応策の検討を行うことなどを指針として定めて

いる。また，３年度毎の第三者評価の実施や，第三者評価を実施しない年においても，

各施設において自己評価を行うこととしており，これらの評価を施設運営に反映する

こととしている。 

学校の施設・設備について，事故防止に向けた関係者それぞれが果たすべき役割，

事故種別ごとの事故防止の基本的考え方，建物の部位ごとの具体的な留意事項を

示した報告書「学校施設における事故防止の留意点について」（２００９年３月）を取り

まとめるとともに，法定点検の実施や点検の結果を踏まえた修繕等の必要性・重要

性を学校設置者等に周知している。 

 

５２．各省庁の取組につき別添２参照。 

 

 

４．市民的権利及び自由（第７条，８条，１３～１７条） 

（１）出生登録，氏名，国籍（７条）（最終見解パラグラフ８，４６（ａ）（ｂ）） 
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５３．（最終見解４６（ｂ））無国籍者の地位に関する条約については，国内で無国籍者

の存在やその地位・権利の保護が大きな問題となったことはなく，条約締結の国内的

なニーズが明らかでない。また，無国籍の削減に関する条約については，国籍法の

改正が締結の前提となり，国民的な議論が必要となる。現時点では，両条約の締結

について積極的な検討は進められていない。 

 

５４．出生届は，出生の日から１４日以内にしなければならず（戸籍法第４９条），第１

次的に父又は母に対して届出義務を課し，これらの者が届出をすることができない場

合には，２次的に，（イ）同居者，（ロ）出産に立ち会った医師，助産師又はその他の者

の順に届出義務を課している。さらにこれらの届出義務者が届出をすることができな

い場合には，その者以外の法定代理人も届出をすることができる（同法第５２条）。こ

れらの出生届によって，日本国民たる子は戸籍に記載されることになる。 

また，届出をすべき者が届出をしない場合には市町村長は当該者に催告をし，そ

の後においても届出しない場合又はできない場合には，市町村長が職権で戸籍に記

載する（同法第４４条）。 

さらに，正当な理由がなくこの期間内に届出をしない届出義務者は，５万円以下の

過料に処せられることとなっている（同法第１３５条）。なお，外国人であっても，日本

国内で出生した場合には戸籍法が適用され，上記届出義務が生じる。 

 

（２）身元関係事項の保持（８条）  

５５．戸籍の謄抄本の交付に関する戸籍法の規定については別添１参照。 

 

（３）思想，良心及び宗教の自由（１４条） 

５６．第３回政府報告パラグラフ２２５，２２６について，２００６年の教育基本法改正に

より，宗教教育について第１５条第１項（旧法では第９条第１項）において，「宗教に関

する寛容の態度，宗教の社会生活における地位に加え，宗教に関する一般的な教養

も教育上尊重されなければならないこと」が新たに規定されている。また，同条第２項

では引き続き，国公立学校における特定の宗教のための宗教教育の禁止が規定さ

れている。 

 

５７．いずれの矯正施設においても，日本国憲法で保障された思想，良心及び宗教の

自由を尊重した取扱いがなされるよう配慮しており，施設の規律及び秩序の維持そ

の他管理運営上支障を生ずるおそれがある場合を除き，一人で行う礼拝その他の宗

教上の行為は禁止・制限されないほか，宗教上の儀式行事への参加や教誨を受け

る機会が保障されている。 
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（４）私生活の保護，肖像の保護（１６条）       

５８．少年鑑別所，少年院，刑事施設における私生活の保護については，別添１参

照。  

 

（５）多様な情報源からの情報へのアクセス，児童の福祉に有害な資料からの保護

（１７条）          

５９．各省庁の取組については別添２参照。 

 

５．児童に対する暴力（第１９条，２４条条３項，２８条２項，３４条，３７条（ａ），３９条）

（最終見解パラグラフ４９） 

（１）虐待及び放置（１９条） （最終見解パラグラフ８，５７（ａ）（ｂ）） 

６０． 児童虐待防止法において，第３回政府報告パラ３０８のとおりの規定を定めて

おり，虐待の被害児童に対する適切な保護等を行っている。 

 

６１．（最終見解パラグラフ４７，４８（ａ～ｃ））児童虐待については，児童虐待防止法第

２条にて，児童虐待の定義を明確化し，これを禁じている。 

また，同法において，上記児童虐待のみならず，幅広く児童の福祉を害する行為

や不作為を禁じている。なお，２０１６年６月に児童虐待防止法を改正し，親権者

は，児童のしつけに際して，監護・教育に必要な範囲を超えて児童を懲戒して

はならない旨を明記した。 

さらに，２００４年以降，毎年１１月を「児童虐待防止推進月間」と位置づけ，児童虐

待問題に対する集中的な広報・啓発活動を実施している。 

 

６２．（最終見解パラグラフ４９（ｂ））児童相談所全国共通ダイヤルについて，児童虐

待を受けたと思われる児童を見つけた時等に，ためらわずに児童相談所に通告・相

談できるよう，これまでの１０桁番号から覚えやすい３桁番号（１８９）に変更し，２０１５

年７月から運用を開始した。 

 

６３．（児童売買議定書・最終見解パラグラフ３９（ｂ））警察による広報啓発については

第３回報告パラ３１８参照。 

また，２００７年６月，児童虐待防止法が改正され，保護者に対する出頭要求や児

童相談所による臨検・捜索，などが規定されたことから，２００８年３月に「児童虐待対

応マニュアル」を改正するなど，虐待行為を防止し児童の保護に万全を期するため，

事案に即した適切な対応に努めている。 
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６４．（最終見解パラグラフ８２）都道府県警察に設置されている少年サポートセンター

（第３回政府報告パラグラフ３３３参照）は，２０１６年４月現在，全国１９８箇所に設置

されている。また，少年や保護者等の心情に配慮して警察施設以外の場所への設置

が進められている。 

 

６５．（最終見解パラグラフ４９（ｂ））警察職員の研修につき，第３回政府報告パラグラ

フ３３６参照。警察が取り扱った児童虐待関連データにつき，別添３参照。 

 

６６．警察庁の委託を受けた民間団体が，人身取引事犯や，少年福祉犯罪，児童虐

待事案等に関する通報を匿名で受け付け，事件検挙や被害者保護への貢献度に応

じて情報料を支払う匿名通報事業を実施している。 

 

６７．（最終見解パラグラフ５７（ａ）） 児童虐待の防止に資する取組として，全ての保

護者に対する家庭教育支援を充実するため，家庭教育支援チーム等による学習機

会の提供や情報提供，相談対応，地域の居場所づくり，訪問型家庭教育支援の取組

を推進している。 

 

６８．パラグラフ４７参照。 

 

６９．２０１１年５月の民法改正により，不適当な親権の行使等があった場合に，家庭

裁判所が２年以内の期間に限って親権を行うことができないようにする親権停止制度

が新たに設けられ（民法第８３４条の２），２０１２年４月から施行された。 

 

（２）あらゆる形態の有害な慣行の禁止及び削減措置（２４条３項）  

７０．２０１４年７月に女性器切除，早婚，強制婚の終焉に向けた世界的機運の醸成を

目的とした英国政府主催の「ガールズサミット」に出席し，これら問題への取り組みに

ついて，ＵＮＩＣＥＦ，ＵＮＦＰＡ，ＩＰＰＦを始め，国際社会と協力していくことを表明。 

 

（３）性的搾取，性的虐待（３４条） （最終見解パラグラフ８２） 

（１０．児童売買議定書のフォローアップ」を参照。） 

 

（４）拷問又は他の残虐な，非人道的な若しくは品位を傷つける取扱い若しくは刑罰

を受けない権利（体罰含む）（３７条（ａ），２８条２項）  

７１．児童虐待に関する統計は，別添３参照。 
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７２．社会福祉法に基づき，社会福祉事業の経営者に対して「情報の提供」「自主評

価や第三者評価等による福祉サービスの質の向上のための措置等」「苦情の解決」

の努力義務を規定するとともに，都道府県社会福祉協議会に運営適正化委員会を設

置し，利用者からの苦情の相談に応じ，苦情の解決の斡旋等を行う仕組みを設けて

いる。 

 

７３．（最終見解パラグラフ８，４７，４８（ｂ）（ｃ）） 学校における体罰については，学校

教育法第１１条において厳に禁止されており，毎年行われる生徒指導担当者の会議

で，その趣旨を周知している。 

また，学校において，教育上必要があると認められたときには，児童生徒に対して

懲戒を加えることができるものとされているが，懲戒と体罰は異なるものであることを

事例を用いて通知で示している。加えて，懲戒が必要と認められる状況においても，

決して体罰によることなく，児童生徒の規範意識や社会性の育成を図るよう，適切に

懲戒を行い，粘り強く指導することが必要であることを通知などで示している。なお，

体罰を行った教員は，その態様等に応じ，懲戒処分等の対象となる。 

更に，国レベルの研修を一元的，総合的に実施する独立行政法人教員研修センタ

ーにおいて，各地域で中心的な役割を担う教員等を対象として実施される研修にお

いて教育関係法規に関する講座が開設されており，この中で児童・生徒に対する懲

戒・体罰の禁止に関する内容が扱われている。 

 

７４．（最終見解パラグラフ４９（ｂ））小学校，中学校，高等学校における暴力行為，い

じめ等の児童生徒の問題行動等について全国の状況を毎年度調査・分析している。  

 

７５．（最終見解パラグラフ４８（ａ），４９（ｂ））刑法に暴行罪や傷害罪が存在し，あらゆ

る形態での暴行が処罰の対象となることを明示している。 

 また，刑法に名誉毀損罪や強要罪などが存在し，各種の方法で他人の品位をおと

しめる行為についても処罰の対象となることを明示している。 

 

７６．パラグラフ５０．参照。 

 

７７．刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律では，刑事施設における少

年を含む全ての被収容者に対する，あらゆる形態の身体的及び心理的暴力等の防

止に配慮する旨が明確に規定されたほか，少年院法及び少年鑑別所法においても，

少年院及び少年鑑別所に収容される在院者等について同様に規定された（別添１参

照）。 
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７８．現行の刑事施設における不服申立制度に関しては，第３回政府報告パラグラフ

２６６のとおりであるが，刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律の制定

により，刑事施設に収容される被収容者に対しては，審査の申請，再審査の申請，事

実の申告及び苦情の申出といった各不服申立制度が整備された（刑事収容施設法

第１５７条から第１７０条）。 

 また，少年院法及び少年鑑別所法の制定により，少年院又は少年鑑別所に収容さ

れる在院者又は在所者に対して救済の申出及び苦情の申出制度が整備された（少

年院法第１２０条から第１３２条，少年鑑別所法第１０９条から第１２２条）。 

 

７９．２００６年４月から２０１５年１２月末までの間，少年院，少年鑑別所又は少年刑

務所において，職員が被収容少年（未成年）に対する暴行を理由として，国家公務員

法による懲戒処分に処せられた事案が，２２件発生している。この種の事案が発生し

た場合は，各施設において，再発防止のため，直ちに施設長指示を発出するなどし，

その施設の全職員に注意を喚起するなどのほか，人権に配慮した職務執行等につ

いての職員研修を一層充実させるなどの措置を講じている。 

 

（５）被害児童の身体的及び心理的な回復及び社会復帰を促進する措置（３９条）  

８０．（最終見解パラグラフ４９（ｂ））別添２参照。 

 

８１．（最終見解パラグラフ８２，児童売買議定書・最終見解パラグラフ３９（ｂ），３９（ｃ））

第１回児童売買議定書政府報告パラグラフ５４参照。 

 

８２．パラグラフ４７．参照。  

 

６．家庭環境及び代替的な監護（第５条，９～１１条，１８条１項・２項，２０条，２１条，

２５条，２７条４項） 

（１）家庭環境，父母の指導（５条） （最終見解パラグラフ５１） 

８３．児童福祉法第１条は「すべて国民は，児童が心身ともに健やかに生まれ，且つ，

育成されるよう努めなければならない」と規定している。第３回政府報告パラグラフ２７

０参照。 

 

８４．２０１１年３月に「保育所におけるアレルギー対応ガイドライン」を作成，発出を行

った。研修会等の取組みにより，アレルギーおよびアレルギー疾患を持つ児童に対し

て，適切な理解や対応がなされるよう周知を図っている。 

 

（２）父母の共通の責任，父母への支援，児童の養護のための役務の提供（１８条） 
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８５．第３回政府報告パラグラフ２７４における，「盲学校，聾学校，養護学校」につい

ては，児童生徒等の障害の重複化に対応した適切な教育を行うため，２００７年の学

校教育法改正により，複数の障害種別を対象とすることができる「特別支援学校」の

制度に転換した。 

 

８６．パラグラフ４７．参照。 

 

（３）父母からの分離（９条） 

８７．２０１１年５月の民法改正により，親権停止制度が新たに設けられた（民法第８３

４条の２）。 

子の親権者又は監護者の指定・変更及び親権の喪失・停止等の手続は，子やそ

の親族等の申立てにより，民法，家事事件手続法及び家事事件手続規則に従って，

家庭裁判所で行われる。同手続においては，関係当事者が手続に参加しかつ自己

の意見を述べる機会が与えられている（別添１参照）。 

 

８８．別添１における少年院法，少年鑑別所法，刑事収容施設法参照。 

 

（４）児童の扶養料の回収（２７条４項）（最終見解パラグラフ６９（ａ）（ｂ）） 

８９．扶養料を回収するための強制執行の申立ての準備に資する財産開示制度の改

正等を検討中である。 

 

９０．扶養料の具体的な回収の方法としては，第３回政府報告パラグラフ２９２のとお

りであるが，２０１４年の１年間に終局した家事に関する金銭債務等の履行勧告事件

は，１６，７００件であり，このうち，全部又は一部が履行されたものは，７，８６１件であ

る。 

 

９１．（最終見解パラグラフ６９（ｃ））ハーグ親責任条約については，中央当局の指定

を含め，関係省庁間の協力体制を整備するなどの必要があり，締結の実現可能性に

ついて慎重に検討する必要がある。 

 

（５）家庭環境を奪われた児童（２０条）  

９２．最終見解パラグラフ５３（ａ）～（ｅ）に対する対応は以下のとおり。 

（ａ）小規模なグループ施設のような家族型環境において児童を養護すること 

２００９年に，虐待を受けた子ども等を養育者の住居において養育する小規模住居

型児童養育事業（ファミリーホーム）を創設した。（定員５人又は６人）。 

（ｂ）代替的監護環境の定期的監視，監護環境確保のための措置 
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施設運営の質を向上させるため，２０１１年９月に児童福祉施設最低基準を改正し，

第三者評価及び施設長研修を義務付けた。また，２０１２年３月には，児童養護施設

等の運営指針や里親等の養育指針を策定した。 

（ｃ）代替的監護環境下における児童虐待への対応 

２００９年に施行された改正児童福祉法には，被措置児童等虐待の防止に関する

事項を盛り込んだ。また，児童養護施設等に心理療法を行う職員を配置し，虐待等に

よる心的外傷のため心理療法を必要とする子どもにカウンセリング等の心理療法を

実施している。 

（ｄ）里親に対する財政的支援 

 すべての里親に対して，生活費や医療費，教育費等を支弁するとともに，養育里親

及び専門里親に対しては里親手当及び専門里親手当を支弁している。 

（ｅ）児童の代替的監護に関する国連ガイドライン 

各都道府県市及びその児童相談所並びに里親会，里親支援機関，児童福祉施設

等の関係機関が協働し，より一層の里親委託の推進を図るため，２０１１年に「里親

委託ガイドライン」を策定し，社会的養護においては里親委託を優先して検討するべ

きとしている。今後，各都道府県市において，２０１５年度から２０２９年度末までの１５

年間に，「本体施設入所児童の割合」，「グループホーム入所児童の割合」，「里親・フ

ァミリーホームへの委託児童の割合」をそれぞれ概ね３分の１ずつになるよう，取組を

進める。 

 

（６）収容に対する定期的な検査（２５条） 

９３．少年院及び少年刑務所に収容されている少年の収容の定期的な見直しを行う

制度に関し，懲役又は禁錮受刑者として少年刑務所に収容されている者に対して仮

釈放の制度があり，少年院収容中の者に対して仮退院の制度がある。これらの制度

は収容されている少年の改善更生と健全な社会復帰を目的としている。 

仮釈放及び仮退院（以下「仮釈放」という。）の許否を決定する権限は全国８か所の

地方更生保護委員会が有している。仮釈放を許すか否かについては，通常，矯正施

設の長からの申出に基づき，地方更生保護委員会の３人の委員で構成する合議体

において，仮釈放の審理を開始する。合議体の構成員である委員は，原則として審

理対象者本人と面接し，合議体は仮釈放の適否，時期，仮釈放の期間中守らなけれ

ばならない特別遵守事項等について審理の上，決定又は判断を行っている。 

矯正施設の長による仮釈放の申出に係る審査については，別添１の「犯罪をした

者及び非行のある少年に対する社会内における処遇に関する規則」参照。 

 

（７）養子縁組（国内，国際）（２１条） （最終見解パラグラフ５５（ａ）（ｂ）） 
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９４．我が国では，未成年者の福祉を図る観点から，未成年者を養子とするときは，

自己又は配偶者の直系卑属を養子とする場合を除き，家庭裁判所の許可を得る必

要があることとされている（民法第７９８条）。 

 

９５．「国家間にまたがる養子縁組に関する子の保護及び協力に関するハーグ条約」

については，中央当局の指定を含め，関係省庁間の協力体制を整備するなどの必要

があり，締結の実現可能性について更に検討を続けていく。 

 

９６．国際養子縁組につき，第３回政府報告パラグラフ３０２のとおりであるが同報告

で引用されている法令第２０条１項は，法の適用に関する通則法第３１条第１項に定

められている（内容は実質において変更はない。２００７年１月１日施行）。 

 

（８）不法な国外移送及び国外からの不帰還（第１１条）  

９７．２０１４年１月，我が国は国際的な子の奪取の民事上の側面に関する条約（ハー

グ条約）を締結した。同年４月１日に我が国において同条約が発効し，同条約の実施

に関する法律に基づく運用を開始した。我が国は条約を誠実に実施している。 

 

９８．第３回政府報告パラ２９１参照。 

 

（９）収監されている親と共に過ごす児童及び母親と刑務所内で生活する児童の保護   

９９．刑事施設及び少年院においては，女子の被収容者がその子を施設内で養育し

たい旨の申出をした場合において，相当と認められるきは，その子が１歳に達するま

で養育することができる（刑事収容施設法第６６条，少年院法第５９条）。また，その被

収容者の心身の状況に照らして，又はその子を養育する上で特に必要があると認め

られるときは，６月間に限り，引き続き養育することができることとしている。さらに，そ

の子の養育に必要な物品の貸与又は支給，施設の規律及び秩序の維持その他管理

運営上支障がない限りの自弁品の使用等が認められるほか，その子に対する健康

診断，その他の必要な措置を執ることとされており，被収容者である母親と刑事施設

又は少年院内で生活する児童の保護を確保している。 

 

７．障害，基礎的な保健及び福祉（第６条，１８条３項，２３条，２４条，２６条，２７条１

～３項，３３条）  

（１）障害を有する児童（２３条） （最終見解パラ８，５９（ａ）－（ｈ）） 

１００．我が国は，２０１４年１月，障害者権利条約を批准した。 
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１０１．障害者権利条約の趣旨に沿った障害者施策の推進を図るため，２０１１年に障

害者基本法について，「障害者」の定義にいわゆる「社会モデル」の考え方を反映す

る，我が国の国内法で初めて「合理的配慮」について規定するなどの改正を行った。 

また，２０１３年９月に，政府が講ずる障害者のための施策の最も基本的な計画で

ある障害者基本計画として，２０１３年度から２０１７年度までの概ね５年間を対象とす

る第３次計画を策定（閣議決定）し，本計画に基づいて，障害者の自立と社会参加の

支援等のための施策を推進しているところである。  

 

１０２．２００７年の学校教育法改正により，障害のある幼児児童生徒の教育の基本

的な考え方について，障害の種類や程度に応じて特別な場で教育を行う「特殊教育」

から，障害のある幼児児童生徒の自立や社会参加に向けた主体的な取組を支援す

るという視点に立ち，一人一人の教育的ニーズを把握し，その持てる力を高め，生活

や学習上の困難を改善又は克服するために適切な指導及び必要な支援を行う「特別

支援教育」に発展的に転換した。 

 

１０３．障害者数について，別添３参照。 

 

１０４．障害保健福祉施策に関しては，２００６年４月１日から施行された障害者自立

支援法において，身体障害者，知的障害者及び精神障害者に対し，障害の種別に依

らない一元的な障害福祉サービス等の仕組みを確立するとともに，障害者及び障害

児が自立した日常生活又は社会生活を営むために必要な障害福祉サービスや相談

支援等を利用することのできる仕組みを構築している。 

 また，２０１０年１２月の児童福祉法の一部改正により，障害のある児童が身近な地

域で適切な支援が受けられるよう，従来，障害種別で分かれていた障害児施設につ

いて，通所又は入所の利用形態別に一元化すること等により，障害児支援の充実を

図っている。 

 さらに，２０１２年６月の障害者自立支援法の一部改正により，その題名を「障害者

の日常生活及び社会生活を総合的に支援する法律」に改めるとともに，基本理念の

規定の創設や障害者の範囲の拡大（難病等の追加）等の改正が行われ，同法に基

づき，引き続き障害者の地域社会における共生の実現に向けた施策を実施してい

る。 

基本理念においては，全ての国民が基本的人権を享有する個人として尊重される

こと，障害の有無によって分け隔てられることなく共生する社会の実現，障害者及び

障害児が身近な場所において必要な支援を受けられること，社会参加の機会の確保，

どこで誰と生活するかについての選択の機会が確保されること，社会障壁の除去等

の理念が規定されている。 
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１０５．各省庁の取組につき別添２参照。 

 

（２）健康及び保健サービス（２４条）（最終見解パラグラフ６１，６３） 

１０６．（最終見解パラ６３）児童相談所の一時保護所について第三者評価の仕組み

を設けるよう，検討しているところである。 

 

１０７．（最終見解パラ６１）精神保健福祉センター，保健所，児童相談所等に勤務す

る医師，保健師，社会福祉士，精神保健福祉士等を対象に，児童思春期の心のケア

の専門家の養成研修を行っている。 

ＡＤＨＤの患者数は患者調査において把握している。また，２０１４年度から２０１６

年度にかけて，発達障害を含む児童・思春期障害疾患の薬物治療ガイドラインの作

成を行っている。 

 

１０８．様々な児童の心の問題に対応するため，平成２０年度から，都道府県域にお

ける拠点病院を中核とし，各医療機関や保健福祉機関等と連携した支援体制の構築

を図るための事業を実施しているほか，乳幼児期から学童期，思春期に起こる様々

な子どもの心の問題に対して適切な対応ができる医師を養成することを目的とした研

修を実施している。 

 

１０９．各省庁の取組につき別添２参照。 

 

（３）伝染病・非伝染病（最終見解パラグラフ６５） 

１１０．エイズ発生動向について別添３参照。 

 

１１１．学校及び地域の青少年における行動段階や発達段階に応じた科学的なエイ

ズ予防教育の普及と，地域における学校，保健行政，保護者の社会的分業と連携を

促進することを目的に，中学・高等学校職員や保健所職員を対象として，行動変容科

学を用いた具体的な教育手法を提供する青少年エイズ対策事業を実施している。ま

た，青少年や学校関係者等が容易に情報を得られるよう，ＨＩＶ／エイズに関する情

報を広くインターネット上で公開している。 

このような事業等を通じて，エイズに対する正しい知識の啓発普及を推進すること

により，感染拡大防止，感染者・患者に対する差別・偏見の解消を図っているところで

ある。 

 

（４）リプロダクティブ・ヘルスの権利（最終見解パラグラフ６５） 
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１１２．学校における性・エイズに関する指導は，児童生徒が性に関する科学的知識

を確実に身に付け，適切な行動をとることができるようにすることを目的に実施してお

り，学習指導要領に則り，，学校教育活動全体を通じて行われている。また，教職員

を対象とした研修会の開催，性感染症等を含む児童生徒の様々な健康問題を総合

的に解説した教材の作成・配布，学校において発達段階に応じた効果的な性に関す

る指導が実施されるよう，各地域における指導者の養成と普及を目的とした事業を実

施するなど，指導の充実に努めている。 

（最終見解パラグラフ６４，６５）上記のとおり，学校カリキュラムにおいてはリプロダ

クティブ・ヘルス教育という用語は使用していないものの，これに関する内容は含んで

おり，さらに健康問題を総合的に解説した教材においても，ＨＩＶ／ＡＩＤＳ及び他の性

感染症を予防するための正しい情報にアクセスする方法を提供している。 

 

（５）薬物乱用（３３条） 

１１３．政府では，２０１３年８月に策定した「第四次薬物乱用防止五か年戦略」及び，

２０１４年７月に策定した「危険ドラッグの乱用の根絶のための緊急対策」に基づき，

関係省庁が連携を密にして，薬物乱用の根絶を図る取組を推進している。  

この中では，中・高校生を中心に薬物乱用の危険性の啓発を継続するとともに，児

童生徒以外の青少年に対する啓発を一層工夫充実し，青少年による薬物乱用の根

絶を目指すことなどの目標を掲げ，関係省庁が一丸となって青少年，児童生徒を始

めとする国民への薬物乱用防止対策を推進している。 

 

１１４．各省庁の取組につき別添２参照。 

 

（６）社会保障及び児童の養護のための役務の提供及び施設（２６条，１８条３項）  

１１５． 放課後児童健全育成事業について別添２参照。 

 

（７）生活水準（２７条１～３項） （最終見解パラグラフ６７） 

１１６．パラグラフ１４．参照。 

 

１１７．１８歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある児童（障害児の場合

は２０歳未満）を監護する母，監護し，かつ生計を同じくする父又は養育する者に，児

童扶養手当を支給している。 

 

１１８．児童手当制度は，児童の養育に伴う家計の負担を軽減し，家庭等における生

活の安定に寄与するとともに，次代の社会を担う児童の健やかな成長に資することを

目的として，１９７２年から実施されている。 



 25

 

１１９．２０１５年４月から子ども・子育て支援新制度が施行されており，「待機児童解

消加速化プラン」に基づく保育の受け皿拡大や延長保育，休日保育の充実，放課後

児童クラブの推進など子ども・子育て支援の「量的拡充」と「質の向上」を図っている。 

 

８．教育，余暇及び文化的活動（第２８条～３１条） 

（１）教育についての権利（含む職業訓練及び指導）（２８条）  

１２０．学校におけるいじめ問題については，教育上の配慮等の観点から，一義的に

は教育現場における対応を尊重しつつも，犯罪行為がある場合には，，被害少年や

保護者等の意向や学校における対応状況等を踏まえながら，警察として必要な対応

をとっている。 

また，被害少年の精神的被害を回復するために特に必要と認められる場合には，

保護者の同意を得た上で，少年サポートセンターを中心として，少年補導職員等によ

り，カウンセリング等の継続的な支援を行うなどしている。 

 

１２１．奨学金について，第３回政府報告パラ３９１参照。 

 

１２２．教員の確保については，これまで累次の定数改善計画により教職員定数の改

善を図り，必要な定数の確保に努めてきたところである。教職員定数改善計画後の２

００６年以降についても，２０１５年度までの１０年間で合計１２，７９０人の公立義務諸

学校の教職員定数が改善された。 

 

１２３．（最終見解パラグラフ７０，７１）高等学校における入学者選抜は，生徒の個性

に応じた学校が選べるよう，選抜方法が多様化されている。例えば，中学校のときに

不登校を経験するなど，能力を十分に発揮できなかった生徒を受け入れる高等学校

等も設置されてきているところである。大学入学者選抜については，各大学の教育理

念・教育内容に基づき，入学希望者の知識・技能だけではなく能力・意欲・適性等を

多面的・総合的に評価するとともに，多様な背景を持った学生の受入れについて配

慮することや高等学校教育を乱すことのないよう配慮することを基本として実施する

よう，各大学に対して促してきたところである。また，高大接続システム改革会議「最

終報告」において，多様な背景を持つ受検者一人一人の能力や経験を多面的・総合

的に評価する入学者選抜へと転換することが提言されているところであり，本報告も

踏まえ，現在，大学，高等学校関係者等による協議の場において，新たな枠組みに

ついて検討している。その状況も踏まえつつ，各大学における多面的・総合的な評価

による入学者選抜改革を推進することとしている。 



 26

なお，仮に今次報告に対して貴委員会が「過度の競争に関する苦情が増加し続け

ていることに懸念をもって留意する。委員会はまた，高度に競争的な学校環境が，就

学年齢にある児童の間で，いじめ，精神障害，不登校，中途退学，自殺を助長してい

る可能性がある」との認識を持ち続けるのであれば，その客観的な根拠について明ら

かにされたい。 

 

１２４．（最終見解パラグラフ７０，７１）いじめの問題について，各学校においては，い

じめはどの学校も，どの児童にも起こり得るとの基本的認識に立って，「いじめは絶対

に許されない」という認識を徹底させる指導を行うとともに，家庭や地域社会との連携

を推進するなどの取組を進めてきた。文部科学省においては，学校及び教育委員会

によるいじめの問題への取組の総点検を実施することや，いじめへの取組について

更なる徹底を図ることなどを通知等で求めている。また，いじめの問題への取組の基

本である早期発見，早期対応の前提条件となるいじめの実態把握については，各学

校は，「アンケート調査」の実施など，定期的に児童生徒から直接状況を聞く機会を

確実に設けるよう指導している。 

２０１３年６月には，社会総がかりでいじめの問題に対峙するため，基本的な理念

や体制を定めた「いじめ防止対策推進法」が成立し，９月に施行された。文部科学省

では，同年１０月に，「いじめ防止基本方針」を策定した。 

同法や基本方針に基づく対応が徹底されるよう，①学校や教育委員会等に対する

指導，②教育委員会の生徒指導担当者や校長などの管理職に対する研修会の実施，

③スクールカウンセラー，スクールソーシャルワーカーの配置等による教育相談体制

の充実，④学校や教育委員会等における実施状況の調査，⑤文部科学省における

「いじめ防止対策協議会」の設置などの取組を進めている。 

 

１２５．（最終見解パラグラフ７２，７３） 外国人学校のうち各種学校として認可を受け

たもの等について，税制面等での優遇措置のほか，それぞれの地方の実情に応じ，

各地方自治体から助成が行われている。そのため，我が国においては，各種学校や

準学校法人の認可基準の緩和について，認可を行う都道府県に働きかけているとこ

ろ。また，法令に規定された外国人学校に通う高校生は高等学校等就学支援金制度

の対象となり，授業料に対する支援を受けうる。 

 

１２６．（最終見解パラグラフ７２，７３） 我が国の大学の入学資格は，我が国の国籍

の有無にかかわらず，我が国の高等学校等の卒業者又はこれと同等以上の学力が

あると認められた者に認められる。外国人学校に関する大学入学資格については，

①我が国において外国の高等学校相当として指定した外国人学校，②国際的な評価

団体（ＷＡＳＣ，ＣＩＳ，ＡＣＳＩ）の認定を受けた外国人学校については，日本の高等学
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校を卒業したものと同等に大学への入学資格があり，①及び②の指定や認定を受け

ていない外国人学校の生徒に関しても，各大学において個別の入学資格審査により

認められた者については大学への入学資格があり，大学入学試験のアクセスは差別

的なものとはなっていない。 

 

１２７．（最終見解パラグラフ７３）ユネスコの教育における差別待遇の防止に関する

条約については，現時点で締結する具体的な予定はない。なお，教育における差別

防止について，我が国においては，既に教育基本法において，全ての国民は教育上

差別されないとして教育の機会均等を定めており，これを基本原則として，我が国は

教育施策を進めているところである。我が国に居住する外国人についても，希望する

者については義務教育の機会の保障等日本人と同等の取扱いを行っている。 

 

１２８．（最終見解パラグラフ７４，７５） 我が国で小・中・高等学校等の教科書につい

て採用されている教科書検定制度は，国が特定の歴史認識，歴史事実を確定すると

いう立場に立って行うものではなく民間が著作・編集した図書の具体の記述について，

政府外の有識者をメンバーとする教科用図書検定調査審議会が，検定の時点にお

ける客観的な学問的成果や適切な資料等に照らして，明らかな誤りや著しくバランス

を欠いた記述などの欠点を指摘することにより実施されている。その際，他国を尊重

し，国際社会の平和と発展に寄与する態度を養うことを目標に掲げる教育基本法や，

近隣のアジア諸国との国際理解と国際協調の見地から必要な配慮がなされているこ

と等を内容とする教科用図書検定基準等に基づいて審査が行われている。そのため，

「日本の歴史教科書が，歴史的事件に関して日本の解釈のみを反映しているため，

地域の他国の児童との相互理解を強化していない」との懸念は当たらない。 

 日本政府としては，歴史教育の適切な実施等を通じて，児童生徒が我が国及び世

界に対する理解を深めるよう努力するとともに，近隣諸国をはじめ諸外国との相互理

解，相互信頼の促進に努めている。 

 

１２９．各省庁の取組につき別添２参照。 

 

（２）教育の目的（２９条）  

１３０．２００６年１２月に教育基本法を改正した。同法第１条において教育の目的を，

第２条において教育の目標を定めている。これらは，条約第２９条第１項に掲げる方

向性と合致。（別添１参照） 

 

１３１．第３回政府報告パラ４１９参照。２００８年３月に「人権教育の指導方法等の在

り方について（第三次とりまとめ）」をとりまとめたところである。 
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（３）人権教育，市民教育  

１３２．別添２の広報・啓発活動を参照。 

 

（４）休息，遊び，余暇，レクリエーション，文化的及び芸術的活動（３１条） （最終見

解パラグラフ７６） 

１３３．地域住民等の参画を得て，放課後や土曜日等に学校施設等を活用して，様々

な学習，自然・文化・芸術・スポーツ活動等の体験活動，地域住民との交流活動など

の機会を提供している。 

 

１３４．芸術鑑賞機会につき，第３回政府報告パラ４３０参照。 

 

１３５． ２０１２年３月にスポーツに関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るた

め「スポーツ基本計画」を策定。詳細は別添２参照。 

 

１３６．文化施設につき，第３回政府報告パラ４３３，４３４，別添３参照。   

 

１３７．児童厚生施設につき，第３回政府報告パラグラフ４３５参照。 

 

９．特別な保護措置（第２２条，３０条，３２条，３３条，３５条，３６条，３７条（ｂ）～（ｄ），

３８～４０条）  

（１）難民児童（第２２条）  

１３８．（最終見解パラグラフ７７，７８（ａ）） 条約難民及び第三国定住難民に対する

定住支援プログラムの一環として定住支援施設において，日本で日常生活を送る上

で必要最低限の基礎的な日本語を習得するための６か月の日本語教育プログラムを

実施している。また，定住支援施設退所後は，日本語教育相談や日本語学習教材の

提供等の支援を行っている。２０１０年から２０１５年に来日した第三国定住難民１０５

名のうち，日本語教育プログラム受講者は，幼児を除く８４名（大人５０名，児童３４名）

である。 

 

１３９．第３回政府報告パラ４４３参照。 

 

１４０．（最終見解パラグラフ７８（ｂ）（ｃ））親を伴わない１６歳未満の年少者や重度の

疾病を抱える申請者について，迅速に処理を行うと同時に，必要に応じて申請者の

医師，カウンセラー，弁護士等によるインタビューの立会を認めることを試行すること

とした。 
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 また，我が国の難民認定手続においては，ＵＮＨＣＲの見解それ自体に法的拘束力

を認めているものではないが，実務においては，ＵＮＨＣＲの見解も十分に留意した上

で対応している。 

なお，２０１６年１月末現在，難民認定申請を行っている児童は７６８名である。また，

１９８２年１月に我が国の難民認定制度が開始されて以降，難民として認定された児

童は１３２名である（注：本統計数値には異議の申立てを含む。）。 

 

（２）マイノリティ又は先住民族の集団に属する児童（最終見解パラグラフ８６，８７） 

１４１．教育についても，憲法及び教育基本法の精神に則り，すべての児童の教育を

受ける機会の実現を図っている。 

 

１４２．法務省の人権擁護機関では，少数民族又は先住民族の集団に属する児童の

人権を守るため，「子どもの人権を守ろう」，「外国人の人権を尊重しよう」，「アイヌの

人々に対する理解を深めよう」等を啓発活動の強調事項として掲げ，講演会や研修

会の開催，啓発冊子の配布等，各種啓発活動を実施している。 

 

（３）搾取の状況にある児童 

（ａ）経済的な搾取（３２条） 

１４３．パラグラフ６６．参照。 

 

１４４．労働基準法は，使用者が暴行，脅迫，監禁その他精神又は身体の自由を不

当に拘束する手段によって，労働者の意思に反して労働を強制することを禁止し，ま

た，何人も法律に基づいて許される場合のほか，業として他人の就業に介入して利

益を得ることが禁止されている。  

また，同法は，満１８歳に満たない者に，危険な業務，重量物を取り扱う業務，安全，

衛生又は福祉に有害な場所における業務及び坑内労働に就かせることを禁止してい

る。具体的な危険有害業務の範囲については年少者労働基準規則に定めている。 

 

１４５．（最終見解パラグラフ８０（ｂ）） 人身取引対策行動計画２０１４に基づき，婦人

相談所では，国籍・年齢を問わず，人身取引被害女性の保護を行い，宗教的生活や

食生活を尊重した衣食住の提供，居室や入浴・食事の配慮，心理療法担当職員や通

訳者，夜間の警備員の配置，医療費の支援や法的援助の周知など，支援の充実を

図っている。 

 

１４６．我が国は，人間の安全保障基金を通じて，人身取引や児童兵の問題に対処

するプロジェクトを支援。さらに，２０１０年７月及び２０１４年１月には，関係省庁，ＮＧ
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Ｏ，労使団体，ＩＬＯ等国際機関が参加して，「児童労働に関する意見交換会」を実施

した。 

 

（ｂ）売買，人身取引及び誘拐（３５条）（最終見解パラグラフ８０） 

１４７．我が国は，２００５年５月より，日本国内で認知された外国人人身取引被害者

の母国への安全な帰国及び再被害の防止を目的とし，人身取引被害者の帰国・社会

復帰支援事業を，国際移住機関（ＩＯＭ）への拠出を通じて行っている（カウンセリング，

帰国チケットの手配，出国支援帰国後のシェルターや医療・精神的ケアの提供，法律

相談等）。２００６年４月から２０１５年末までに，計２０９名の外国人被害者の帰国支

援を実施。 

 

１４８．我が国政府は毎年，政府協議調査団を関係国に派遣し（２００６年４月以降で

は，タイ，インドネシア，ラオス，カンボジア，オーストリア，韓国，米国，フィリピン），先

方政府，国際機関，ＮＧＯ等と人身取引の効果的な防止及び撲滅について意見交換

を行っている。この枠組みを通じ，タイとの間では，２００６年５月に「日タイ共同タスク

フォース」を立ち上げ，連携を強化。 

 

１４９．強制失踪条約を２００９年７月２３日に締結した。 

 

１５０．パラグラフ１７４．参照。 

 

１５１．北朝鮮による拉致問題は，基本的人権の侵害という国際社会全体の普遍的

問題であり，その被害者には拉致当時児童であった者も含まれている。我が国は，北

朝鮮に対し，北朝鮮が拉致被害者を含む全ての日本人に関する包括的かつ全面的

な調査の実施に合意した２０１４年５月のストックホルムでの日朝政府間協議におけ

る合意の履行を求めつつ，あらゆる機会をとらえ，各国に対し拉致問題を提起し，協

力を要請してきている。また，我が国及びＥＵが共同提出している北朝鮮人権状況決

議は，国連人権理事会では２００８年から，国連総会では２００５年から毎年採択され

てきており，２０１６年１２月に国連総会で採択された同決議は，北朝鮮に対し，拉致

被害者の即時帰国等により，国際的な懸念事項を早急に解決することを強く要求して

いる。さらに，同月には，国連安全保障理事会において，人権状況を含む「北朝鮮の

状況」に関する会合が３年連続で開催され，我が国は北朝鮮に対し，拉致問題の一

刻も早い解決を求めた。 

 

１５２．法務省令の改正・施行により（２００５年３月及び２００６年６月），人身取引に関

する指摘のなされていた興行の在留資格審査を厳格化した。  
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（４）少年司法 

（ａ）少年司法の運営（第４０条）（最終見解パラグラフ８５） 

１５３．別添２の私生活の保護の項を参照。 

 

１５４．最終見解パラグラフ８５（ａ） その後の烙印の回避につき，少年法第６０条（人

の資格に関する法令の適用），第６１条（記事等の掲載の禁止）参照。 

 

１５５．（最終見解パラグラフ８５（ｂ））２０００年の少年法改正において，刑事処分可能

年齢を１６歳から１４歳に引き下げることとしたのは，１４歳，１５歳の年少少年による

凶悪重大事件が後を絶たず憂慮すべき状況にあったことにかんがみ，少年の健全育

成のためには，この年齢層の少年であっても，罪を犯せば処罰されることがあること

を明示することにより，規範意識を育て，社会生活における責任を自覚させる必要が

あると考えられるために，刑事処分可能年齢を刑法における刑事責任年齢と一致さ

せて１４歳としたものであって，指摘のような，従前の１６歳へ引き上げるための再改

正を要する状況にはないものと認識している。 

 なお，我が国においては，全ての少年非行事件は，少年に係る医学，心理，教育等

について専門的知見を有する家庭裁判所の審判を経て処分が決せられることとされ

ており，その過程においては，少年，保護者又は関係人の行状，経歴，素質，環境等

について専門知見を活用した調査を行い，要保護性の有無・程度等に関する判断を

適切に行うなどしている。そのような調査をも踏まえて，裁判所において刑事処分が

相当であると判断した事案のみが刑事処分の対象とされているところであり，この点

は，重大事件を起こした年少少年についても同様である。 

 加えて，懲役又は禁錮の言渡しを受けた１６歳未満の少年については，１６歳に達

するまで，少年院に収容して，保護処分と同様の処遇を授けることができることとして

いる（少年法第５６条第３項）。 

 

１５６．（最終見解パラグラフ８５（ｃ））我が国においては，刑事責任年齢に満たない児

童が刑事犯罪者として扱われ，刑事施設に収容されることはない。 

 刑事責任年齢以上の児童については，前項記載のとおり，家庭裁判所において，

要保護性の有無・程度等に関する判断を適切に行うなどして処分を決定しており，刑

事処分が相当と判断した事案のみについて，成人と同様に，裁判員制度によるもの

を含む刑事裁判が行われている。   

そして，その審理の過程においては，家庭裁判所における調査の結果が参照され

得るほか，刑事裁判所においては少年を保護処分に付するのを相当と認めるときは，

事件を家庭裁判所に移送することとされている。 
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１５７．（最終見解パラグラフ８５（ｄ））第３回報告パラグラフ１７２及び１７３参照。家庭

裁判所は，検察官が関与し得る一定の重大事件について，少年鑑別所に送致する

観護措置がとられている場合において，弁護士である付添人がいないときは，職権で

少年に弁護士である付添人を付することができる。 この国選付添人を付することが

できる一定の重大な事件の範囲について，故意の犯罪行為により被害者を死亡させ

た罪，死刑・無期・短期２年以上の懲役・禁錮に当たる罪の場合に限られていたが，２

０１４年６月に施行された改正少年法により，死刑・無期・長期３年を超える懲役・禁錮

に当たる罪の場合にまで拡大された（少年法２２条の３第２項）。                         

 

１５８．（最終見解パラグラフ８５（ｇ））少年刑務所及び少年院における教育・訓練につ

き別添２参照。 

 

１５９．パラグラフ５８．参照。 

 

１６０．少年に対する保護観察としては，家庭裁判所の決定により保護観察に付され

た者，少年院からの仮退院を許された者，少年刑務所から仮釈放を許された少年及

び保護観察付執行猶予に付された少年に対する保護観察がある。詳細につき別添２

参照。 

 

１６１．条約４０条２項（ｂ）（ⅵ）について，参考となる資料は別添３参照。 

 

（ｂ）自由を奪われた児童（３７条（ｂ）～（ｄ）） 

１６２．（最終見解パラグラフ８５（ｅ））パラグラフ１６６参照。少年に対し，刑事罰が科さ

れる場合であっても，前に禁錮以上の刑に処せられたことがない者などに対し，３年

以下の懲役若しくは禁錮又は５０万円以下の罰金の言渡しをするときは，情状により，

裁判が確定した日から１年以上５年以下の期間，その刑の全部の執行を猶予するこ

とができる。また，その執行猶予の期間中，保護観察に付することができる。 

 

１６３．少年の立ち直り支援活動について別添２参照。 

 

１６４．（最終見解パラグラフ８５（ｇ））少年法は，留置施設においては少年を成人と分

離して収容しなければならない旨規定しており，警察の留置施設に少年を留置する

場合，成人用の居室とは分離された少年用の居室において処遇し，成人被留置者と

少年が相互に接触しないようにしている。 
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１６５．（最終見解パラグラフ８５（ｇ））刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する

法律は，少年の被留置者に，親族・弁護人等との面会及び信書の発受を認めてい

る。 

留置施設では，少年の被留置者については，留置施設の管理運営上の支障や捜

査上の支障等がある場合を除き，親族との面会を認めている。 

 

１６６．（最終見解パラグラフ８５（ｇ））刑事訴訟法に基づき，留置担当官は，少年の被

留置者から弁護人選任について申出があったときには，弁護士会への連絡等必要な

措置をとることとしている。 

また，刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律に基づき，少年の被留

置者と弁護人との面会は，原則として時間制限なく，無立会面会を認めている。 

 

１６７．（最終見解パラグラフ８５（ｆ））我が国は，憲法第３１条が，法律の定める手続に

よらなければ生命，自由を奪われない旨，適正手続の保障一般について規定してい

るほか，同第３３条は，現行犯逮捕の場合を除き，令状によらなければ逮捕されない

旨，また，同第３４条は，正当な理由を直ちに告げられなければ拘禁されない旨，そ

れぞれ規定している。これを受けて，刑事訴訟法は，被疑者が罪を犯したと疑うに足

りる相当な理由がある場合に，裁判官があらかじめ発した逮捕状により行う通常逮捕，

現に罪を行い，又は現に罪を行い終わった者を逮捕する現行犯逮捕，一定の重罪事

件について，被疑者が罪を犯したと疑うに足りる十分な理由があり，急速を要し事前

に逮捕状を求めることができない場合に認められる緊急逮捕の手続を規定している。 

 また，捜査段階の少年の身柄の拘束については，やむを得ない場合でなければ勾

留することはできず，勾留する場合には少年鑑別所を勾留場所とすることができ，勾

留に代えて観護措置を執ることができるなど，少年の特質が考慮されている。 

 身柄拘束に不服があるときは，勾留について，その裁判の取消又は変更を請求す

ることができる。観護措置についても異議の申し立てをすることができ，家庭裁判所

はその異議に理由があるときは，原決定を取消し，必要があるときは更に裁判をする

こととなる。 

 

１６８．少年院の仮退院者の平均収容期間につき別添３参照。 

 

１６９．「不法に恣意的に自由を剥奪された児童」に該当する例はない。合法的に自由

をはく奪された児童数等の統計は別添３参照。  

 

（ｃ）死刑及び終身刑（３７条（ａ））   
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１７０．少年法第５１条（別添１参照）は，犯行時１８歳未満の者に対する死刑と無期刑

の緩和について規定する。 

我が国には仮釈放のない終身刑は存在せず，無期刑については１０年を経過した

後，仮釈放が可能とされている。 

さらに，少年法第５８条により，２０歳未満の時に無期刑の言渡しを受けた者につい

ては，同法第５１条第１項の規定による場合を除き，７年の経過で仮釈放が可能とさ

れている。 

 

（ｄ）少年司法制度に関係する専門家のための研修 

１７１．別添２の研修の項，第３回政府報告パラグラフ９４，９８参照。 

 

１７２．弁護士としての活動について別添２参照。 

 

１０．児童の売買，児童買春及び児童ポルノに関する児童の権利に関する条約の選

択議定書のフォローアップ 

（データ） 

１７３．性的搾取に関する主な福祉犯検挙人員は別添３参照。  

 （最終見解パラグラフ８０（ａ）～（ｄ）） ２０１５年中の福祉犯の送致人員のうち暴力

団等関係者は２５７人で，送致人員の３．７％を占めており，暴力団等が少年に対す

る薬物密売や少女に売春をさせる等悪質性の高い事案に関与している実態がみら

れる。 

 

１７４．児童相談所における児童虐待等に関する相談対応件数につき，別添３参照。 

 

（立法措置） 

１７５．パラグラフ５．参照。 

 

（国内行動計画） 

１７６．政府では，２０１６年７月に犯罪対策閣僚会議において策定した「第三次児童

ポルノ排除総合対策」

（https://www.npa.go.jp/safetylife/syonen/no_cp/cp-taisaku/pdf/cp-measures3.pdf）

に基づき，関係府省において，被害防止対策やインターネット上の児童ポルノ画像等

の流通・閲覧防止対策等の各種施策を総合的に推進している。 

また，官民一体で児童ポルノ排除に向けた総合的な活動を推進するため，２０１０

年以降毎年，官民で構成する児童ポルノ排除対策推進協議会を開催していたところ

であるが，２０１６年１１月には，同協議会を児童の性的搾取等撲滅対策推進協議会
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として発展的に改組するとともに，設立総会を開催して情報交換等を行い，相互の連

携・協力を図っている。  

 

１７７．政府では，人身取引が重大な人権侵害であり，人道的観点からも迅速・的確

な対応が必要であるとの認識の下，２００４年１２月に「人身取引対策行動計画」が，２

００９年１２月に「人身取引対策行動計画２００９」が策定された。両計画に掲げられた

施策が着実に実施されたことにより，人身取引対策は大きく前進し，一定の成果を上

げたところであるが，依然として人身取引は重大な国際問題であり，我が国の人身取

引対策に対する国際社会の関心も高いことから，人身取引に係る情勢に適切に対処

し，政府一体となった対策を引き続き推進していくため，２０１４年１２月，「人身取引対

策行動計画２０１４」（http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/jinsin/kettei/keikaku2014_en.pdf ）

が策定された。関係閣僚から成る人身取引対策推進会議を設置し，関係省庁が連携

をとりながら取り組んでいる。 

警察では，同計画に沿って，引き続き人身取引事犯の取締りを推進するとともに，

関係機関・団体と協力して被害者の発見と適正な保護・支援に努めている。 

 

１７８．２０１０年１２月に閣議決定した「第３次男女共同参画基本計画」では，重点分

野の一つに「女性に対するあらゆる暴力の根絶」を掲げており，女性に対する暴力を

根絶するため，暴力の形態に応じた幅広い取組を総合的に推進している。同計画で

は，子供に対する性的な暴力の根絶に向けた対策として，子供に対する性的な暴力

被害の防止，相談・支援等，児童ポルノ対策の推進，児童買春対策の推進，広報啓

発推進に関する具体的施策を盛り込んでおり，関係府省において取組を進めてい

る。 

また，２０１５年１２月に閣議決定した「第４次男女共同参画基本計画」に基づき，子

供に対する性的な暴力の根絶に向けた対策の一層の推進を図る。 

 

（調整及び評価） 

１７９．２０１６年４月以降，児童の性的搾取等に係る対策について，行政各部の施策

の統一を図るために必要となる企画及び立案並びに総合調整に関する業務を国家

公安委員会が担うこととなり，同委員会において関係府省庁間の必要な調整等を行

うため，関係府省庁による連絡会議を設置した。 

その後，２０１７年４月１８日，犯罪対策閣僚会議において，児童の性的搾取等に係

る対策の基本計画が策定された。 

 

（広報及び研修） 

１８０．（児童売買議定書・最終見解パラグラフ１４～１７，４５）別添２参照。 
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（資源の配分） 

１８１．（児童売買議定書・最終見解パラグラフ１９）犯罪捜査や犯罪被害者等支援の

ため，必要な予算の確保や検察庁職員の増員を措置し，検察体制の充実強化を図っ

ている。 

 

（犯罪の予防措置） 

１８２．（最終見解パラグラフ８０（ａ）～（ｄ），児童売買議定書・最終見解パラグラフ２７，

４３）警察では２００９年から国際児童ポルノデータベースに参画し，被害児童の特定・

救出等に向けた各国との連携強化を図っている。 

 

１８３．（最終見解パラグラフ８０（ａ）～（ｄ），８２，児童売買議定書・最終見解パラグラ

フ２７（ａ）） 警察では，毎年，児童の商業的・性的搾取問題に取り組んでいる東南ア

ジア各国の捜査機関の代表者等を我が国に招へいして，「東南アジアにおける児童

の商業的・性的搾取犯罪捜査官会議」を開催し，取組状況等について意見交換を行

っている。 

このほか，警察では，国際刑事警察機構（ＩＣＰＯ）主催による「児童に対する犯罪に

関する専門家会合」に出席し，諸外国捜査機関との情報交換を行い，協力関係を構

築している。  

 

１８４．（最終見解パラグラフ８２）警察では，児童ポルノ画像照会システム（Ｃｈｉｌｄ Ｐｏ

ｒｎｏｇｒａｐｈｙ Ａｄｖａｎｃｅｄ Ｓｅａｒｃｈｉｎｇ Ｓｙｓｔｅｍ：ＣＰＡＳＳ）を児童ポルノ事犯の捜査

に活用している。このシステムは，各都道府県警察が捜査等を通じて入手した児童ポ

ルノ画像（静止画像・動画像）及び当該画像に係る情報を警察庁において一元管理

する一方，各都道府県警察が入手した画像と一元管理する画像との照合を行うこと

で，画像に係る捜査情報を共有するものであり，児童ポルノ事犯捜査を効率的かつ

効果的に行うことを目的としている。 

 

１８５．（最終見解パラグラフ８２）警察では，児童ポルノの流通・閲覧を防止するため，

サイバーパトロールやインターネット・ホットラインセンターに寄せられた通報を通じ，

児童ポルノに係る情報の把握に努め，取締りを推進するとともに，当該情報が掲載さ

れたサイト管理者等に対し，当該情報の削除の要請及び同種事案の再発防止に努

めるよう申入れ又は指導を行っている。 

また，２０１１年４月から，インターネット・サービス・プロバイダ等の民間による自主

的な取組として，インターネット上の児童ポルノの閲覧防止措置が開始されたことを

受け，警察としても必要な情報を提供し支援している。 
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１８６．（児童売買議定書・最終見解パラグラフ２７（ａ））我が国は，「オンライン児童性

的搾取に関する世界的連携」及び「世界オンライン児童性的搾取サミット」の会合に

参加したほか，「世界的連携」においては我が国の取組にかかる報告書を公表した。 

また，上記枠組みが合併し新たに発足する「オンラインの児童性的搾取撲滅のた

めのＷｅＰＲＯＴＥＣＴ世界連携」に我が国も参加を予定している。 

 

１８７．（児童売買議定書・最終見解パラグラフ２７（ａ））警察庁では，２００４年から毎

年１回，人身取引事犯に係るコンタクトポイント連絡会議を開催し，在京大使館，関係

省庁，都道府県，ＮＧＯ，ＩＯＭ（国際移住機関）等との意見交換・情報交換を行ってい

る。 

 

１８８．（最終見解パラグラフ８０（ｄ），児童売買議定書・最終見解パラグラフ２７（ｃ））

我が国は，２００５年６月８日に国連国際組織犯罪防止条約を補足する「人（特に女性

及び児童）の取引を防止し，抑止し及び処罰するための議定書」の締結について国

会承認を得ているところ，２０１７年６月１５日，国際組織犯罪防止条約を締結するた

めに必要な国内担保法が成立した。人身取引議定書の締結に必要な国内担保法は

既に成立していたことから，日本は同条約及び同議定書の締約国となる準備が整っ

た。日本は，現在，同条約及び同議定書の早期締結に向けて準備を行っている段階

である。 

 

１８９．（児童売買議定書・最終見解パラグラフ２９，３１） パラグラフ５．参照。憲法９８

条２項は，「日本国が締結した条約及び確立された国際法規は、これを誠実に遵守す

ることを必要とする」と規定しており，我が国は当然のことながら条約上の義務の遵守

を前提に国内法を制定し政策を実施している。前回政府報告審査後に制定・改正さ

れた関連国内法の起草過程においては，条約の趣旨がより一層効果的に反映され

るよう十分な考慮が払われている。検察において，児童が被害者となる犯罪について，

児童買春・児童ポルノ禁止法，児童福祉法，刑法等を活用して，厳正な処分と科刑の

実現に努めている。  

 

（児童売買等の禁止） 

１９０．風営適正化法は，少年の健全な育成に障害を及ぼす行為を防止している。

（別添１参照） 

 



 38

１９１．（最終見解パラグラフ８０（ａ）～（ｄ），８２，児童売買議定書・最終見解パラグラ

フ３１（ｂ）～（ｄ）） 警察では児童買春・児童ポルノ禁止法に定める国民の国外犯処罰

規定に基づき，国外で敢行された事犯の取締りを積極的に推進している。 

 

１９２．（最終見解パラグラフ８２）警察では，少年の福祉を害し，又は少年に有害な影

響を与える犯罪を福祉犯として捉え，これらに該当する禁止事項を持つ児童買春・児

童ポルノ禁止法，児童福祉法，労働基準法，風営適正化法を活用した取締りを行っ

ている。 

 

１９３．（児童売買議定書・最終見解パラグラフ３３）パラグラフ８．参照。 

 

１９４．（児童売買議定書・最終見解パラグラフ３５） 児童買春を処罰する児童買春・

児童ポルノ法においては，児童を買った者のみが処罰され，買春の対象となった児

童を処罰する規定はない。 

 

（被害児童の権利保護） 

１９５．（最終見解パラグラフ４９（ｂ），８２，児童売買議定書・最終見解パラグラフ３９

（c），４１）児童買春等を始めとする福祉犯の被害を受けた児童については，都道府

県警察に設置された少年サポートセンターを中心として，少年の特性に関する知識や

少年の取扱いに関する技術を有する少年補導職員等が，必要により部外の専門家

や民間ボランティアとも協力しつつ，個々の少年の特性を踏まえたきめ細かなカウン

セリングや保護者等と連携しての環境調整等による継続的な支援を行っている。また，

これらの職員については，大学教授やカウンセラー等の専門家を講師としたカウンセ

リング技術専科等の教育を実施している。 

 

１９６．（児童売買議定書・最終見解パラグラフ３９（ａ）） 法律上の要件を満たすとき

は，児童の供述を録取した供述調書や録音録画媒体を公判における証拠とすること

が可能であり，その場合には，児童が公判において証言することを回避し得る。 

また，①児童が被害者等である事件に関し，児童の負担軽減等のため，検察，警

察，児童相談所の各関係機関に相談窓口を設置して日頃から緊密な情報交換を行う，

②児童の事情聴取に先立って検察，警察，児童相談所の担当者が協議を行い，代

表者が聴取するなどの運用を行っている。その際には，必要に応じてその様子につ

いて録音録画を行なっている。 

さらに，刑事訴訟法には，証拠開示の際に被害者の住居等が関係者に知られるこ

とがないように求める制度，被害者について公開の法廷では氏名，住所その他被害

者が特定されることとなる事項を明らかにしない制度，証人への付添い，遮へい，ビ
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デオリンク等の被害者等の保護のための措置が規定されており，児童が被害者であ

る事件に関し，検察庁においてこれらの制度を適正に運用している。 

 

１９７．（児童売買議定書・最終見解パラグラフ３９（ｂ）） 証人が証人尋問の際に受け

る精神的・心理的な負担を軽減するため，２０００年の刑事訴訟法の一部改正により，

一定の場合に証人の遮へい措置やビデオリンク方式による証人尋問ができることや，

証人尋問の際に証人が著しく不安又は緊張を覚える恐れがあると認めるときには適

切な者を証人に付き添わせることができることを定めた。 

 また，２００７年の刑事訴訟法等の改正により，一定の場合に被害者が刑事裁判に

参加することができる制度を導入し，翌２００８年の犯罪被害者等の権利利益の保護

を図るための刑事手続に付随する措置に関する法律等の改正により，その参加した

場合における国選弁護制度が，２０１３年の法改正により，その参加した場合の旅費

等の支給制度を導入した。 

２００７年の刑事訴訟法等の改正により，裁判所は一定の場合に被害者等の申し

出により被害者特定事項を公開の法廷で明らかにしない旨の決定をすることができ

る制度のほか，損害賠償命令制度と呼ばれる犯罪被害者等が民事に関する紛争を

刑事手続の成果を利用して簡易かつ迅速に解決する制度を導入した。 

２０１６年の刑事訴訟法等の改正により，ビデオリンク方式による証人尋問を拡充

するとともに，証人等の氏名及び住居の開示に係る措置及び公開の法廷における証

人等の氏名等の秘匿措置を導入した。 

 

１９８．児童を含めた犯罪被害者等を保護するため，検察庁において，児童を含む犯

罪被害者等に対し，事件の処理結果や刑事裁判の結果等の情報を提供している。  

 

１９９．（児童売買議定書・最終見解パラグラフ３９（ｃ））別添２の児童売買等選択議定

書の広報・啓発活動及び研修の項を参照。 

 

２００．裁判官の研修を担当する司法研修所では，児童を含む犯罪被害者に対する

配慮をテーマとする研修を実施し，裁判官の意識を高めている。  

 

２０１．日本司法支援センターでは，犯罪被害者に対して，法制度の紹介や被害者が

必要とする支援を行っている関係機関・団体に関する情報提供，犯罪被害者支援に

精通している弁護士の紹介を行っている。また，資力が乏しい者に対しては，民事法

律扶助として，無料法律相談による援助や，加害者に対する損害賠償請求をする際

の弁護士費用等の立替えによる経済的援助を行っている。これらの援助は，児童買
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春等の被害児童も対象となる。なお，被害児童が弁護士費用等の立替えによる経済

的援助を受ける場合には，原則として，法定代理人の同意が必要である。 

 

２０２．第３回児童の性的搾取に反対する世界会議（２００８年，リオデジャネイロ）に，

外務大臣政務官が出席し，児童の性的搾取の解決に向けた国際社会全体の取組み

の重要性を強調。 

 

２０３．我が国は，２０１５年１０月に，児童売買・児童買春・児童ポルノ特別報告者の

訪日調査を受入れた。 

 

２０４．（児童売買議定書・最終見解パラグラフ２７（ａ），４３）我が国は，米国，韓国，

中国，香港，ＥＵ及びロシア連邦との間で刑事共助条約又は協定を締結しており，こ

れらの条約又は協定に基づき，又はこれら以外の国との間では，相互主義の保証の

下，国際礼譲に基づき，児童の売買，児童買春及び児童ポルノを含む犯罪について

捜査共助を実施することとしている。 

 

２０５．２０１４年，ＵＮＩＣＥＦを経由したプロジェクト「中央アフリカにおける現在の人道

危機による被害を受けた脆弱な５歳以下の子どもと女性への緊急支援（１８０万米ド

ル）」の実施により，２０１３年末にクーデターが発生した中央アフリカにおいて，性暴

力抑止等のキャンペーンを実施。 

 

１１．武力紛争における児童の関与に関する児童の権利に関する条約の選択議定書

のフォローアップ 

（１）武力紛争議定書・最終見解における勧告の実施状況  

（広報及び研修） 

２０６．（武力紛争議定書・最終見解パラグラフ７）別添２の研修を参照 。 

 

（データ） 

２０７．（武力紛争議定書・最終見解パラグラフ９）我が国においては，児童が徴兵され

る制度が存在せず，我が国の管轄権の中で児童が敵対行為において使用される状

況が存在しないので，徴兵され，又は敵対行為において使用された可能性のある児

童が想定されない。 

 

２０８．（武力紛争議定書・最終見解パラグラフ９）防衛省は，２００９年４月に自衛隊生

徒の採用を廃止しており，自衛隊生徒として採用された者の社会経済的背景に関す

る情報を提供することはできない。 
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（人権教育及び平和教育） 

２０９．（武力紛争議定書・最終見解パラグラフ１１） 我が国において，「人権教育及

び人権啓発の推進に関する法律」，「人権教育・啓発に関する基本計画」等に基づき，

人権教育を推進している。各学校においては，学習指導要領に基づき，平和に関す

る教育を実施しているところ。また，文部科学省として，学習指導要領の理念の実現

のため，各教育委員会等に対し，教員研修の充実について求めているところ。 

 

（立法措置） 

２１０．（武力紛争議定書・最終見解パラグラフ１３（ａ）） 我が国において，刑法は，最

も基本的な種類の犯罪の成立要件及びそれに対して科せられる刑罰を規定した法律

であり，指摘のような犯罪類型の創設の当否はともかく，これを刑法典に規定するこ

とが適切であるとは考えられない。 

なお，（自衛隊が児童を徴募することはあり得ないものの，もし）児童に対し，生命，

身体，自由等に対し害を加える旨を告知して脅迫し，又は暴行を用いて，兵役に服さ

せたり，武力衝突に使用した場合などには刑法上の強要罪が成立し得る。 

また，公務員が，その職権を濫用して，児童を兵役に服させたり，武力衝突に使用

した場合などには，刑法上の職権濫用罪が成立し得る。 

武装集団については，そもそも，国の統治機構を破壊すること等を計画して，兵隊

の募集などその具体的な実行に必要な準備をした者には，刑法上の内乱予備・陰謀

罪が，外国に対して私的に戦闘行為をする目的で兵隊の募集などの具体的に必要な

準備行為をした者には，刑法上の私戦予備・陰謀罪が成立する。  

 

２１１．（最終見解パラ１３）武力紛争議定書第１回政府報告パラグラフ２３参照。 

    

２１２．（武力紛争議定書・最終見解パラグラフ１３（ｂ））パラグラフ９．参照。 

 

（回復に向けた支援） 

２１３．（武力紛争議定書・最終見解パラグラフ１７（ａ）（ｃ）） 入管法第５３条第３項第

１号において，被退去強制者の送還先には，難民条約第３３条第１項に規定する領

域の属する国を含まないものと規定している。そのほか入管法第５３条第３項第２号

において，拷問及び他の残虐な，非人道的な又は品位を傷つける取扱い又は罰則に

関する条約第３条第１項に規定する国を，また入管法第５３条第３項第３号において，

強制失踪条約第１６条第１項に規定する「ある者が強制失踪の対象とされるおそれが

あると信ずるに足りる実質的な理由がある他の国」と判断される国を，それぞれ送還

先としないことを規定している。 
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親を伴わない１６歳未満の年少者や重度の疾病を抱える申請者について，迅速に

処理を行うと同時に，必要に応じてカウンセラー等によるインタビューの立会いを認め

るなど，児童の最善の利益について考慮し，適切に対応している。なお，１９８２年１

月に我が国の難民認定制度が開始されて以降，難民として認定された児童は１３２

名である。 

難民認定手続において，児童から当該事情に係る申立てがなされた場合には，児

童の最善の利益について考慮の上，適切に対応することとしている。 

我が国の難民認定手続において，「難民」とは，難民条約第１条又は難民議定書

第１条の規定により難民条約の適用を受ける難民を意味するところ，今後，いわゆる

「新しい形態の迫害」の申立て等について，難民条約の適用を受ける難民への該当

性を的確に解釈することにより保護を図っていくための仕組みを構築することとしてい

る。 

 

（武力紛争議定書・最終見解パラグラフ１７（ｂ）） 

２１４．ＵＮＩＣＥＦを通じた，児童の社会復帰にかかる支援を実施。２０１４年，ＵＮＩＣＥ

Ｆを経由したプロジェクト「中央アフリカにおける現在の人道危機による被害を受けた

脆弱な５歳以下の子どもと女性への緊急支援（１８０万米ドル）」の実施により，２０１３

年末にクーデターが発生した中央アフリカにおいて，１，０００人の元児童兵への職業

訓練，紛争で影響を受けた児童に対する心理ケア等を実施。 

 

２１５．２０１６年，ＵＮＩＣＥＦを経由したプロジェクト「マリにおける平和教育」により，内

戦勃発の影響により子ども，青年，最も脆弱な環境に置かれた市民，保護者及びコミ

ュニティを対象に，平和教育を促進のための教育を実施（事業規模１５０万米ドル）。 

 

（２）立法上，政策上の措置にかかる主要な進展  

２１６．我が国は，積極的平和主義のもと，国連ＰＫＯを通じた国際社会の平和と安定

への貢献を目指し，国連総会の機会に開催された第１回（２０１４年）及び第２回（２０

１５年）ＰＫＯサミットにおいて国連平和維持活動がより実効的で実際に結果を出すた

めの更なる貢献を表明した。そのイニシアチブの下，国連等を通じた児童の保護にか

かる様々な活動に対する支援を実施（ＰＫＯミッションへの要員派遣国の教官に対す

る文民の保護にかかる訓練，性的搾取・虐待の防止プログラム等）。 

 

（３）児童が直接的に戦闘行為に参加したことがあるか 

２１７．パラグラフ９．参照。また，条約批准以降（１９９４年４月以降），我が国において

１８歳未満の者が敵対行為に直接参加したことはない。  
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（４）亡命を希望する児童及び移民児童が武力紛争の影響を受けた児童か否か確認

されているか。 

２１８．該当事例を把握していない。 

（以上） 


